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自己紹介と立候補した理由

皆さん今晩は。わたくし、あの山
井伸泰と申します。くじ引きでわ
たくしがいちばんを引きまして、
最初にあの話す形になりました。

自己紹介ということでございますので、まず
生年月日から。

昭和22年の生まれでございまして、63歳。菅
総理と同じ年代で、人からは全共闘の世代だ
ねと、こう冷やかされております。国会議員
の秘書をやりまして、それからこの町の市会
議員3期12年をやらしていただきました。そ
の後はわたしの友人たちと小さな会社をやっ
ておりまして、現在のその会社も続いており
ますけれども、去年あたりから介護施設の取
締役という格好で、介護施設ってデイサービ
スとショートステイの施設ですが、そこの役
員を。

それからいわゆるあの居宅介護のサービスセ
ンターの管理者も今、引き受けておるところ
でございます。そんな形でこの町で生活をさ
せていただいております。自己紹介はそのて
いどになりますか。そういうことで自己紹介
に代えさせていただきます。

あらためまして皆さん今晩は。
今、三条市長をしております国定
と申します。よろしくお願いした
いと思います。わたしはプロ

フィールもさることながら、これまで4年間、
皆さま方にさまざまなご理解なり、ご協力を
いただくなかで、三条市政の運営に当たって
きたところでございます。この4年間のなかで
非常に感じますことは、もともと4年前、三条
市長の立候補を志したときから変わっており
ませんけれども、三条のまちのすごみと言い
ますか、すばらしさ、これが本当にすごいも
のなんだなあということをずーっと感じ続け
た4年間でありました。

わたしたちの町がどんな町なのかということ
を言うときに、良く引き合いに出される言葉
が、ものづくりの町三条、あるいは金物の町
三条というふうに言われることが非常に多い
わけですけれども、三条の魅力はわたしはそ
れだけではないと思っております。

輸出をすることもできなければ、輸入をする
こともできない豊かな自然環境に恵まれ、そ
してその豊かな自然環境によって育まれた非
常に質の高い農産物の生産地でもあります。

この4年間、こうした産業、自然環境、そして
農業基盤、また、ありとあらゆる行政課題に
立ち向かってきたつもりでございますけれど
も、残念ながらこの4年間ではまだまだ解決し
きれない課題が多くございます。これから後
の5つの大きなテーマについて、具体的にお話
しをさせていただきたいと思っております
が、4年間ではまだまだ種しかまけなかったと
いうのが実態であろうと思っております。

これから先の4年間、これまでの実績を含め
て、さらに発展させていく、それを具体の一
つひとつの行動としてお示しをしていきた
い、そんな思いで立候補を決意をさせていた
だいたところであります。

これから各テーマにわたりまして、ひとつず
つお話をさせていただきたいと思っておりま
すので、出だしにつきましてはこのていどで
代えさせていただきたいと思います。本日は
よろしくお願い申し上げます。ありがとうご
ざいました。

医療・福祉について
今ほどはプロフィールと立候補の
決意、いきさつを話せということ
で、ちょっとわたし、落としてし
まいましたが、追々、それもふれ
させていただきたいと思います。
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今ほどの医療、福祉についてのお話ですが、
この選挙戦でも大変、関心が高い救急救命医
療、これはもう当然、その施設がほしいとい
う市民の願いは当然至極だと思っております
ので、これの推進については、もちろん、取
り組む必要があろうかと思います。

しかしながら、この辺をですね、少し頭を冷
やして冷静に。多くの病院がございますです
ね。この病院との競合云々、わたくしが申し
上げているのは500から600床の救急救命病
院をこしらえるということはですね、地域に
もいっぱい病院がございますが、この病院と
の競合関係。いちばん身近な一次医療の施設
がそのことによってバランスが崩れやしない
かという懸念をひとつもっておりますし、ま
た、地元負担の分、できるのはいいんです
が、用地、あるいは地元の費用負担の分、こ
の辺のきちんとした議論もいつ、どのタイミ
ングで入ってけばいいのか、総論賛成、各論
反対というこの事態を回避するためにも救急
救命センターの1日も早い実現ということにな
りますと、そのウォーミングアップとしての
この議論の整理とですね、議論の場が必要か
なと、こんな風に思っております。

で、この資料で三条市の医療で圏域外の医療
機関に搬送される云々で、県央地域が大変、
高い数字になっておりますが、この数字の中
身をちょっと検討する必要があるんじゃない
のかなと、三条としては思っております。

それから、高齢者と言いますか、高齢化に対
するその福祉の関係ですが、お金があっても
人手がない、人手があってもお金がない、そ
ういう介護を必要とする老人が飛躍的にこれ
から増えていくと思います。

で、こういった方々の不安を無くしてです
ね、行政としてどうサポートしていくかとい
う、その入り口論のところでは、わたくしは
まず、その行政のですね、ある種の規制をは
ずす必要があると、こう思っております。

市は今、福祉計画ということをですね、もっ
ておりますけれども、それに準じて施設の民
間のですね、参入を制限をいたしております
が、民間の参入の質の確保できるという担保
がとれるという状況であれば、わたしはある
ていど民間の参入、事業参入を当然、介護負
担の会計の負担も多少、増えますが、これは
認めてもいいのではないのかと思っておりま
す。以上です。

まず、医療、福祉政策についてわ
たしたちがしっかりと押さえてい
かなければいけないポイントがひ
とつ、ございます。それはこと

し、高齢化率が25%を超えたということであ
ります。三条市の高齢化率が4人に1人、高齢
者の時代にいよいよ突入したということであ
ります。

10年後にはこれが32.8%近くにまで上がって
いきます。ということは、10年後には今度、
3人に1人がご高齢の方になっていくというこ
とを、わたしたちは行政を進めていくうえで
真剣に考えていかなければいけない状態に
なっていくということであります。

ただ、これは長寿社会に初めてわたしたちが
現実の問題として突入するいい機会でもある
わけです。わたしたちの夢でもあった長寿を
本当に一人ひとりが手にすることのできる、
こうした世の中になってるわけですけれど
も、現実には町のつくり方がこれに追い付い
ていないというのが現状であります。

後々のフリーディスカッションのなかで一つ
ひとつお話をしていきたいと思いますが、大
きく分けて行政についてやっていかなければ
いけない、これまでの社会と違うことについ
てお話をしたいと思います。

1点目はやはり長寿社会医になりますと疾病リ
スクが高くなるということであります。これ
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に対してどういうふうに取り組んでいくのか。
そして2点目は、健康で長生きし続けるという
ことがとても重要であります。

きょうのお配りをさせていただいております
わたしの個別の具体的な資料をご覧いただけ
ればと思っておりますけれども、これから先
の町のあり方を考えていったときには、健康
寿命そのものを延長していく必要があるので
はないかということでございます。具体的な
数値目標としては、健康寿命の3年延長という
ことを掲げさせていただきましたけれども、
これをしてゆくためには歩いて暮らせるよう
な町をしっかりとつくっていくことが必要な
んだろうと思っております。

この2点についてこのあと、お時間の許す限り
話をしていきたいと思いますが、せっかく2番
手でございますので、ご質問、ご指摘いただ
いているなかで、今の現職という立場で、も
し反論ができればと思いまして残された時
間、使いたいと思います。

まず、500床ていどから600床ていどが病院
としてできるから、一次医療が崩壊するん
じゃないかというふうなご指摘でございます
けれども、これはそもそも医療の問題のイロ
ハの問題なんですね。

500床から600床ていどの病院をつくるとい
うのは、二次医療、三次医療という中等症患
者、重症患者への手当てなんです。それと軽
症の患者さんを多く看る開業医さんとの関係
は、まったく関係がないんだということだけ
はご理解いただきたいと思います。

老人介護の現場でいろいろ見てま
いりますと、やはり人手の負担と
いうことが今、目の前の現実の問
題としてこの三条市民の高齢者で

介護を必要とされる方、健康なお年寄りはい
いですよ、3年でも5年でも長生きしていただ

く、そのサポートはこれはもう、当然のこと
でございます。

不幸にして介護という状況が必要になったと
き、誰が面倒みるのかと、この問題に直面す
る確率がこれから飛躍的に増えてくるわけで
ございます。この時ですね、行政の対応とい
うのは極めて限られてまいります。そのとき
にやはりこの福祉産業とでも名付けるべき新
しい形の産業のですね、受け皿をきちんと整
備して、そしてその質を担保する仕組みをで
すね、確保していくのが行政のむしろ役割で
いいのではないかと。そのことによってむし
ろ雇用の場が生まれると、こんなふうに思っ
ております。

全部で8分あって、それぞれ4分
ずつですので、この時間は先ほど
ご指摘いただいた点でちょっと現
実とは違うんじゃないんでしょう

かということについてお話をしたいと思いま
す。

先ほど福祉計画のなかで規制を外すべきだと
いうご指摘がございました。これは数多くの
皆さま方が思われることだと思います。た
だ、市長という立場を目指すことであれば、
やはり制度はしっかりと勉強すべきだと思い
ます。

介護保健事業計画をはじめとする福祉計画に
ついては、これは現状では国の規制によって
施設数がどういうふうな感じで決まっていく
のかというのは、あらかじめ計算式で定めら
れております。これによって粛々とわたした
ちは今やっていかなければいけない、それを
乗り越えていくためには、大きな運動論とし
ての地方分権、地域主権の改革をやっていか
なければいけない。わたしたちは今、全国市
長会を通じてこの規制を緩和してほしい、義
務付けを廃止してほしいということを申し上
げております。
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現場におりますと建前はそうかも
しれませんが、国の規制云々の形
のなかで、その運用が、運用の恣

意性というのが自治体の窓口、あるいは首長
さんの姿勢によってひんぱんに起こり得る実
情でございます。

まあ、この三条市で今現在、起きているそう
いう実例を指摘するのは、わたくしも業界に
身を置くので慎みたいと思いますが、基本的
に国の計画は計画でございますが、あるいは
法律は法律でございますが、その運用におい
てですね、現実を厳しくですね、認識しなが
ら市民の幸せということになればですね、必
ずしもそれにこだわる必要は、わたくしは、
こだわりきれない、こだわる必要はないんで
はないかと。まあ、こんなふうに判断もいた
しております。

そのいろんな国の云々に基づいてというの
は、運用の裁量の範囲でどうとでもなる話だ
なあと。現にこの三条でも実は1、2、行われ
ているということも、わたしは見聞きしてお
ります。

本題に入りたいと思いますが、わ
たしたちは法治国家ですので、法
律を守って粛々とやっていくとい
うことは、これ当然なことであり
ます。

さて、先ほど申し上げました疾病リスク、そ
して足で歩ける町をどうやってつくっていく
のかということになります。まず1点目の疾病
リスクについてのケア、これは当然、大事なこ
とになります。これまでの4年間、地元の医師
会をはじめとする多くの関係者の皆さま方の
おかげさまで昨年、一次救急に対応するため
の応急診療所を作ることができました。

今、これから先、二次、三次に対応する救急
救命センター、そして基幹病院をどのように
つくっていくのかということについて今、2年

の議論を積み重ねております。後半戦に続き
たいと思いますので、ここでやめにします。

救急救命センターについて今まで
の努力の経緯、それらについては
もちろん、これは尊重をしなけれ
ばならないし、むしろ推進をして

ゆくというの理の当然でございます。安心安
全なまちづくりという観点から、もう、そう
するとですね、具体的な用地だとか、それか
ら医師の数だとか、看護師さんはどうするの
かとか、いろんなそういったバランスの議論
も多分、なされるのでありましょう。

わたくしは今までそういう発言をする立場で
はありませんでしたので特段、発言は申し上
げてまいりませんでしたが、これは理の当然
で当たり前の話だと思います。しかし、その
現実問題としてこの話を議論を進めていくう
えでの課題としてですね、三条市の負担だと
か、用地だとか、そういったことの方向付け
はどうなるのかなあと、こう思ったときに、
待てよと、その前に既存の病院云々とのです
ね、そのいわゆるマーケット上の調整という
ことは議論に出てきたんだろうかと。こう思
うわけでございます。

いちばん身近な医療機関がですね、そのこと
によって棄損されるということを心配してい
るわけであります。

非常に残念だなあと思って話を聞
いてました。これまで2年間、新
聞記事を見ているだけでもそうし
た数々の問題については、具体な

アプローチがされているんだということは、
皆さま方もご理解いただけると思います。

この救急救命センターと基幹病院、いちばん
の問題は、運営自体をどうするのかというこ
とであります。そして今ほどご指摘いただい
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たように、既存病院とどういうふうに整合性
をとるのかということであります。

具体のアプローチとしては、中核病院と再編
対象になる病院が一体運営をしていくべきだ
ということが、いちばん望ましいわけでござ
いまして、これは県央地域の病院の関係者、
そして多くの医師会の皆さま方が、基本的に
同じ考え方を向いて、しかも記事にもひんぱ
んに出てきている、具体にもわたし自身、2年
前、知事の方に要望したことであります。そ
の具体の取り組みをこれから先、どうやって
いくのかっていうことを総論ではなく、各論
で今までやってきたというのが、現実であり
ます。

基本的にやはり、わたくしがいち
ばん心配するのは、財源の問題で
ございます。どういう方式でつく
るか、その議論は進んでるとおっ

しゃってるが、じゃあ、進んでるとしたらで
すね、具体的にこうだというそのプランニン
グが見えてこなきゃいけない。まあ、こう思
うわけでございますが、実はわたくしの方に
はいくら新聞を読んでも、具体的にその経営
主体の話から始まってですね、規模の話、ど
こにあれするのか、まあ、みんな言いたいこ
と言ってるという印象にしかとれないんです
ね。具体化に突入するための落ち着いた、安
定した議論のようには受け取れない。

何て言うんでしょうか、ある種のその担当者
の一人勝手というか、そんな議論にすら思え
てならないわけでございます。大変な財政負
担をですね、念頭に置かざるを得ない、大規
模な施設を市民サイドからの要求、あるいは
医師会サイドからの要求というふうに、ま
あ、あの500床、600床という施設を考えれ
ばですね、見えてくるわけでございます。

まず、救命救急の関係について
は、これも最近、記事に出ていた
と記憶しておりますが、県知事の

方から本年度中には大まかな方向性が出るで
あろうという答弁がございました。この発言
というのは、非常に重要な発言なんです。つ
まりわたしたちがいろんな場面で取り組み、
仕掛けづくりをしてきたことが、ようやく知
事の具体的な発言としてスケジュール感が出
てきたということは、非常に大きな前進だろ
うと思っております。

そして2点目の足の確保でありますけれども、
ことしの、今月の1日にデマンドタクシーが始
まりました。それだけでは高齢福祉がすべて
万全になるとは思いません。今、42.8%の高
齢化率になっている市街地、ここを重点的に
これから先、長寿社会にふさわしい、歩いて
楽しめるようなまちづくりを目指していきた
いと思っております。

子育て支援について（～6歳就学）

はい、それでは子育て支援につい
てお話をしたいと思います。時間
も限られておりますので、これま
で例えば12時間保育をやってき

たんだとか、すまいるランドを開設してきた
んだというようなことについては、もう皆さ
ま方、周知の通りだと思っておりますので、
少し行政として大事にしていかなければいけ
ないところについて、1点にしぼってお話をし
たいと思います。

お手元に配布をさせていただいております資
料のうち、教育政策に関する政策というとこ
ろの子ども・若者総合サポートシステムとい
うところが2項目目に書いていると思います。

今の子どもたち、非常にまあ、昔からそうで
すけれども、いろんな個性をもっているお子
さんがいらっしゃいます。このお一方お一方
を大切にしていくということはもちろん大切
なわけでございますけれども、なかにはご家
庭のなかだけでは、しっかりと家庭教育、あ
るいは子育てができないというような状況に
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陥ってしまっているお子さんたちも大勢いる
わけでございます。

昨年からこうした子どもたちをどこかの施設
だけに限定するのではなく、三条市にかかわ
るあらゆるおとなの公的な機関がみんなでサ
ポートをしましょうという子ども・若者総合
サポートシステムというものを創設させてい
ただきました。

これは、幼稚園から小学校に上がる、小学校
から中学校に上がるという段階で、ぶつ切り
になってしまっていた、ややもすればこれま
でのおとな目線の行政のあり方を変えて、子
どもたちの目線に合った形で皆さんで、わた
したち三条市民、あるいは関係者皆さんでそ
の子どもに関する情報を共有し合って、いち
ばんその子にとって適切なサポートの仕方を
どういうふうに展開していけばいいのかとい
うことで、この人的なネットワークが全国に
も先駆けて昨年、三条市で開設されたわけで
ございます。これを何としても充実させてい
きたい、これが思いでございます。

残念ながら数値目標の所にも書いてございま
す通り、今まだ立ち上がったばっかりでござ
いまして、各種支援に必要な保護者の皆さま
方の同意がまだ3.7%という非常に低い水準に
あります。子どもたちの将来の幸せをしっか
りと確保していくためにも、この同意率をな
んとかこれから先の4年間で25%までに引き
上げていきたい。そういうためには一つひと
つ、この子ども・若者総合サポートシステム
のありよう、そして情報の共有化ということ
をまず念頭に置いていきたいと思っておりま
す。

子育て支援についてということで
ございますが、もう今や少子高齢
化のなかで、子どもたちは大変な

貴重品でございます。そのなかで国はです
ね、次世代育成支援対策推進法という法律を

定めまして、そのなかに行動計画を各自治体
は決めなさいよと、こういうことで、すまい
るプランが定められたんだろうと思います。
確か、すまいるプランの計画はことしで終了
するんじゃなかったでしょうかね。

したがいまして、やはりこの次世代育成支援
対策推進法に基づいて、これからの時代を予
見しつつ、行動計画を新たにたてるという状
況だろうと思いますが、わたくしは今までの
プランの再点検と検証をしたうえでですね、
この推進法にのっとって組み上げていくべき
だろうと。

そのなかでの発想のひとつとして、とくにそ
の経済活動を必要とする若いお父さん、お母
さんをどうやったら応援できるかという、そ
の仕組み、それからいわゆる地域の見守りを
ですね、この子どもたちにどのように確保で
きるかという、そういった仕組み。

あとそれから妊産婦への支援体制。まだ赤
ちゃん産まれてませんけれども、子育ての現
場にいずれ来られる妊産婦へのサポート。そ
れから、ひとり親家庭へのお子さんへのサ
ポート。こんなことを議論を重ねながらです
ね、この支援対策推進法に基づく社会的責務
を自治体として行動計画のなかに織り込んで
やっていくべきだろうと、こう思っておりま
す。

今までのすまいるプランの点検と検証をやら
なければ、いくら数字が上がった、下がった
と言っても、それは言葉の遊びでございまし
てですね、これからの子どもの数を増やして
いくという方向付けのなかで、若いお父さ
ん、お母さんたちが安心して産んでくれる環
境をどうやってつくるかというのが最終的な
勝負だろうと思っております。そんな形のな
かで子育て支援というのに取り組んでいきた
いなあと思います。以上です。
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まあ、今ほどご指摘をいただいて
も、なんかすごく総論ばかりなの
で、やはり少しきちんと各論の話

をしていかなければいけないんだろうという
ふうに思っております。

今、あらためて子どもの視点を考えていった
ときに、これまでややもすればわたしたちお
となが欠けていた視点というのは、必ずしも
本当に子ども側の目線に立ったような行政
サービスを提供していたんでしょうかという
所は、非常に大きな課題としてあったんだと
思っております。

2年前、文部科学省であろうが、厚生労働省で
あろうが、どんな所管であろうが、子どもに
かかわるすべての取り組みを教育委員会の方
に一元化をさせていただきました。その結
果、連続的な次世代行動計画、次世代の子育
て支援をしていくための具体的な計画づくり
も一気通観型の計画をつくっていくことでき
たわけでございます。

ただ、そのときにいちばんケアをしていかな
ければいけないのが、子ども・若者総合サ
ポートシステムだと思っております。

総論的だとおっしゃいましたけれ
ども、やはりこれはあのー、姿勢
とでも言いますかね、哲学とでも
言いますか、ただその子どもさん

がですね、健康ですくすくと育つという、生
物学的に育つということではなくて、人間と
して育つということになりますと、いろんな
仕組み、仕掛けというのがもう極めて大事に
なってくるだろうと思うんですが、この部分
についてですね、我々のもってる地域資源や
ら何やらをどのような仕組みに反映させられ
るかという知恵をしぼるのは、わたくしはま
あ、あのー、結局、市民の皆さん一人ひとり
と議論重ねながらくみ上げていくしかないん

じゃないかと、こう思っているわけでござい
ます。

で、今までのすまいるプランでいろいろあの
取り上げられた事業ですね。これのいい所は
残して、返ってあんまり効果のなかった所は
やはり方向転換を図るということで努力を重
ねてけば、よりいいものができるのではない
かと思っております。

まあ、できればこれから先、まさ
に為政を志そうということであれ
ば、どこの点が足りなくて、どこ
を伸ばしていくのかということを
具体にこれから先、あげていただ

けると大変ありがたいなあというふうに思っ
ておりますが、例えばこの子ども・若者総合
サポートシステムということを考えていったと
きに、非常に留意をしなければいけないの
は、医療機関との連携であります。

さまざまな障がいを抱えているお子さんが現
実にはいらっしゃるわけですけれども、わた
したち親御はそういうことに対して真剣に向
かい合うことができるかどうかといったとき
には、非常な壁があります。それをサポート
していくためにも医療機関まわりのまざまな
教育機関であったり、子育ての支援機関との
連携が必要になっていくんだろうと思ってお
ります。

そうしたことを考えたときに、今回、障がい
支援部会というものをワーキングチームを含
めて設立をさせていただき、月に1回から2
回、定期的な会合を積み重ねていってるとい
うのが現状でございます。

あのアンケート調査と言います
か、このあのJCの方からいただ
きました資料、これをアンケート
の中身的なもので何項目か並んで

おりますが、これを見ておりますと、子ども
たちが安心して遊べる開放施設だとか、公園
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を増やしてほしいとか、いろいろございます
けれども、やはりあの、その本質は核家族化
が進展した結果、経済活動、あるいは育児の
点でですね、あるいはお子さんが病気になっ
たとき、いろんな意味で人手を必要とする。

その人手を必要とするときの地域の見守りが
ですね、親族、きょうだいだけではなくて、
仕組みとしていつでも若いお父さん、お母さ
んのSOSに対応できる、そういった仕組み。
こんなことをわたしは、この次世代育成支援
対策推進法の行動計画の部分の柱に据えてい
きたいなあと思っております。

まあ、今ほど言われたSOSに対
する対応の仕組みこそが、この子
ども・若者総合サポートシステム
なわけですけれども、この子ど

も・若者総合サポートシステムについてやって
いかなければいけないことはもちろんであり
ます。

ただ、このまんまの話だけだとずーっといき
ますので、次の話を例えばいたしますと、わ
たしたちの町は産業の町なんですね。そうす
ると、これまでのことを考えていったとき
に、やはり12時間保育だけではままならない
所についてどうやってケアをしていくのかと
いうことは非常に大切なことだと思っており
ます。ただ、これを公的なサービスの支援だ
けでやっていくには、やはりどうしても限界
があります。

こういうときにこそ地域の皆さま方からお力
をちょうだいできればということで、すでに
始めておりますけれども、もう子育てを終え
られた地域の皆さんが一時的にお子さんを預
かるというようなことが、もっと垣根を低く
してできるような仕組みをこれから先、もっ
と深掘りしてゆく必要があるんだろうと思っ
てます。

あの、大変、耳障りのいいお話で
ございますが、例えば具体的にで
すね、じゃあ、あのどういうこと

を現在の市政執行のなかであるか。例えば南
幼稚園の廃止問題ってのがございます。これ
に対する考えをまあ、あの、お聞きしたいと
ころでございますが、わたくしはやはり幼保
一体のなかで、その南幼稚園は残すべきだろ
うと、こう思っておりますが、この議論はま
た別な機会に、1分ですからできませんので、
譲るといたしまして、現にこの問題の取り扱
いが現市長さんの子育て支援の実態ではなか
ろうかと。まあ、わたくしはこんなふうに判
断をいたしておるわけでございます。

そういう形のなかでですね、子どもが健康で
地域に見守られながら健やかに育っていく。
当然ことでございますが、具体的にどんな仕
組みを使ってそこへどのような税金を投入す
るかという議論だろうと思いますので、これ
はわたくしひとりが独断的なプランをたてる
わけじゃなくて、皆さんと議論を重ねてつ
くっていきたいと。こう思います。

最後のせっかくの機会であります
ので、最後は夢の話をしたいと思
いますが、その前に1点だけ。南
幼稚園についてふれられたので、

それに対して反論せざるを得ないわけであり
ます。

今の南幼稚園は2学年でございますけれども、
その2つの学年合わせても十数名というような
のが、現状であります。子どもたちにとって
本当にそれが理想的な環境なんでしょうか
と。こういうことはわたしたおとなだからこ
そ、しっかり考えていかなければいけない。

ただ、繰り返しになりますけれども、いちば
ん大切なことは、わたしたち共働きの多いこ
の町において、いかにしっかりと仕事をしな
がら安心して子どもを育てることができるの
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かということの取り組みが非常に重要であり
まして、12時間保育だけではなくて足りない
さまざまな土曜日、日曜日のケアも合わせて
やっていくことが、とても重要だと思ってお
ります。

とにかく新生児の数が少ないとい
う現状に鑑みてですね、どうして
もこの少子高齢化のなかで最後は
やはり人口増の議論になるわけで

すが、この人口増ということはもう大変、あ
の難しくて、魔法の杖はないわけですね、そ
の解決策には。

この魔法の杖がないということで、どのよう
な地道なことをやるかといったら、もう、そ
りゃ、若いお父さん、お母さんたちに頑張っ
て子どもをつくってもらうだけの環境を提供
する以外ないわけですから、その環境を提供
するということの本質がですね、行政が単独
で考えて、ああでございます、こうでございま
すと所詮、並べてもそれはもう、わたしは実
態的についていけないんじゃないかと。

やっぱりいちばん苦労されている皆さん方と
もういっぺん、議論を点検、過去を点検、検
証し直して、その議論のうえにいいものは残
して、足りないものは足していく、こういう姿
勢で取り組んでいきたいと、こう思っており
ます。

産業振興政策について

産業振興政策ということでござい
ますが、まあ、あの今、地場産業
はグローバルの波に翻弄されて、
円高から円安からいろんな影響を

ストレートに受ける展開でございます。で、
この地場産業がどうやって生き残るかといこ
とは、大変なことだろうと思いますが、やは
り新産業分野への取り組み、アプローチとい
うことは絶対、欠かせないわけでございまし
て、わたくしは、それはやっぱりテーマはも

う皆さんも十分おわかりの通りエコであり、
福祉産業であり、新しい形の農業だろうと
思っております。

まあ、そういった意味でわたくしはいくつか
のテーマがありまして、そのテーマを追及さ
せていただければありがたいなと思っており
ます。

そのエコという分野では、これはやっぱり太
陽光発電でございまして、これはスマートグ
リッド、あるいはスマートシティーとでも名
付けられるんでしょうか。それぞれ地域で太
陽光で発電をしたのをそこで制御しながら近
隣の工場へ電力供給をする仕組みですね。こ
ういう、実験モデル都市として三条はやって
みたいなと、こう思っております。

電気をたくさん使う地場産業があるわけです
から、民家の屋根に太陽パネルを載せてです
ね、それを直接、電力会社まで高い送電費用
をかけないで、その町内で供給して売電する
と、まあ、こんな仕組みでございますね。

あと、福祉は言うに及ばず、先ほどの形のな
かで申し上げましたが、だんだんと介護を必
要とするお年寄りが増えるわけですから、そ
ういう方たちが自由奔放に事業参入ができる
ように工夫を重ねていくというようなことも
思っております。

それからもう1点、わたしはぜひ当選をさせて
いただいたら研究テーマとして実現に向けて
努力していきたいということで、総合保税地
域の地域指定ということを思っております。

保税地域の指定をですね、受けてそのなかで
保税加工倉庫、加工工場、そして税関、銀
行、そういったものを全部、保税地域のなか
に置いていわゆる環日本海じゃございません
が、ロシア、中国向けの貿易基地としてです
ね、県外からも貨物と人が集まってくるよう
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な、そんなゾーニングをこの三条市内につく
りたいなあと、こう思っております。

消費税やら関税やらの関係で工夫をすれば大
変なコストダウン、あるいは納品の手続きの
短縮につながる総合保税地域の地域指定でご
ざいます。こんなことも研究しながら取り組
んでいきたいと思っております。

まあ、あの事前にJCさんの方か
らつくってくださいというふうに
言われた資料がありますので、そ
れで提出をさせていただいた資料

に沿ってお話をしたいと思います。

わたしの方で書かせていただきましたのは2点
ございます。1点目はものづくり基盤への支
援、それからもうひとつは農産物の販路開拓
支援という、2つのテーマであります。ものづ
くり基盤への支援につきましては、これはも
う2年前のリーマンショック、それに伴います
世界同時不況のときから三条市も全力を挙げ
て下支えをしていきたい、お力添えをさせて
いただきたいと、そんな思いで500億円の一
般会計予算のうち60億円だった地域経済の活
性化への予算をほぼ倍増ということでの予算
組みにしてきたのは、ご案内の通りだと思い
ますけれども、それは、ただ単に企業さんの
苦しい状況をお支えするということではな
く、このちょっと字が小さくて恐縮でござい
ますけれども、新製品、技術開発、販路開拓
支援であったり、成長産業分野の進出支援と
いうことでの取り組みを一つひとつさせてい
ただいたところでございます。

これについては非常に大きな成果があがって
おりまして、現実、1年間の助成で製品開発、
技術開発されたものがその1社だけですでに1
年間で数千万円以上の売り上げにつながって
いるというようなケースもかなり出てきてお
ります。

こうしたことの一つひとつの積み重ねをやっ
ていきたいと思っておりますが、これについ
てはまた後半のフリーディスカッションのな
かでも言っていきたいと思っております。

2点目の農産物の販路開拓支援については、基
本的に農業政策というのは、これは国レベル
によって決まっていくのが大半であります。
ただ、例えば学校給食、ここにも書いてござ
います、荒川区、横浜市の学校給食への安定
供給ということがありますが、これまでの4年
間でまだ1校ですけれども、荒川区の第二峡田
小学校という所に三条産のコシヒカリ、全
部、荒川区の第二峡田小学校の給食、週3回の
米飯給食ではすべて三条産のコシヒカリを
今、使って食べてもらってます。

こういうような具体の取り組みを一つひとつ
積み重ねていくことこそが、農業の販路開拓
にもつながっていくんだろう、それにあわせ
てブランド力、あるいは情報発信力というも
のをこれからあとまた残り4分ございますの
で、時間を上手に使いながら話をしていきた
いと思いますが、この2つを車の両輪としなが
ら売り出しをしていくことができれば、これ
は市町村ならではの農産物の販路開拓につな
がっていくのではないかと思っております。

農産物の販路対策ということでご
ざいますが、わたくしもNPOに
所属しておりまして東京までコシ
ヒカリを売りに行ったことがござ

います。そのなかでつくづく感じるのはです
ね、やはりコメに代表される農産物、これの
マーケティングをですね、生産から販売まで
きちんとわかる農家の方ですと多分、可能性
はあるなあと、こう思います。

あるいは果物なんかまあ、海外に売るという
ことも取り組まれたようですが、まあまあ、
遊びの範囲はやめてですね、本当に産業とし
てきちんとやっていくためには相当、大規模
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な投資も必要だろうと、こう思っておりま
す。

で、それがどういう方向で必要なのか、ある
いは生産農家と生産基盤をどう安定的に確保
するか。地球の温暖化のなかで大変、あの技
術的にもややこしい状況でございますから、
その辺の研究対策もおさおさ怠りなくやって
いきたいと思います。

農産物の販路開拓について具体の
お話が聞けないのがちょっと残念
でならないんですけれども、例え
ばここに書いております学校給食

への安定供給ということひとつとって、まず1
分間でお話をさせていただければと思いま
す。今、三条市の人口、10万5,000人です。
10万5,000人のうち小学生と中学生、合わせ
て8,500人います。その子どもたちが今、昼間
の昼食の時間にご飯をいっせいに食べている
という状況です。

荒川区の人口は20万人います。ということは
荒川区の子どもたちは1万7,000人いるはずで
す。横浜市の子どもたちになれば、もっと
もっと多くなっていくということは間違いな
い事実であります。

コメの消費量がだんだん減少の一途をたどっ
ているなかにあって、これだけの多くの子ど
もたちが安定的に確実に食べていくっていう
ことは、これから先の農産物を考えていった
ときには、確固たる市場なんだろうというふ
うに思っております。決して遊びではないと
思います。

今ごろの稲刈りの終わった時期、
下田村の農家の農舎の方へ行って
みると皆さん、よくわかります。
農家個人個人が東京の親せきやら

何やらの紹介でそれなりに直販をしておられ
ます。しかしながら、それはあくまでも個人
的なレベルでのおコメを売っているという格

好なもんですから、まあ、せいぜい30キロの
袋で2、30袋くらいなんでしょう。

でも、下田の奥全体で見ますと、これは相当
なコメが都会で売られてるなあと。こういっ
たことのですね、くみ上げを組織的にやって
けば、かなりおもしろいことができるなあと
実は思っております。

これをあの具体論で云々かんかんとまあ、こ
の先ほどから盛んにおっしゃっておられます
が、要はコメの消費ということになります
と、ブランド化も大事ではございますけれど
も、それ以上にやはりあの生産現場を見ても
らう交流とかですね、いろんな側面支援も大
事だと思っております。

先ほど2つテーマを掲げさせてい
ただきましたが、ものづくり基盤
への支援というのは、わたしは3
つの方向感があるんだと思ってお

ります。具体には、もうこの3つの方向感での
各種支援策を始めておりますけど、ひとつは
あらかじめ定めた大きなプロジェクト型の開
発支援をしていこうということであります。

今、現実に進んでおりますのは、小型風力発
電の開発でございます。2点目はこれ、今まさ
に公募をかけている状況ですけれども、これ
から先の三条の幹を育てていくために、コン
ソーシアムとしての手をあげていただきた
い。これが2つ目の策であります。3つ目は、
これだけ多くの企業さんがあるわけですか
ら、それぞれの個々の企業さんが開発した
い、販路を開拓したいということに対して一
つひとつ手助けをしていく、この3つの方向感
がこれから先のものづくり基盤への支援とい
う意味では引き続き重要なんだろうなあとい
うふうに感じております。

金属加工の町としての歴史と伝統
もあります。しかしまあ、リーマ
ンショックに見られますように、
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一気に自動車産業がパンチを食らうと、く
しゃみどころじゃなくて、ほんとに風邪をひ
きかねない企業が出るという、それくらいス
トレートな反応がくる加工の町でございま
す。

で、従前通り金融支援やですね、あるいはそ
の販路の支援と言っても、本当に企業が生き
残るためのアイデアなり、販路開拓なりは、
最終的に企業自身の体力、それから企業自身
の後継者への世代の継続って言いますか、こ
ういった態勢がきっちりできておりません
と、ものづくりの基礎も根本から揺らぎかね
ないと、こう思っております。

その辺への支援体制、切り込みも形として企
業経営者の方々と具体論をまじえて相談を重
ねながら工夫をして制度をつくってまいりた
い、事業をやっていきたいと思っておりま
す。

各分野にわたって少し具体的に
ずーっと積み重ねていきたいと思
います。観光の分野も大変、重要
な産業であります。下田地域にお

いてはやはり観光がこれから先の産業として
は重要なんだろうと思っております。

2年後には国道289号線の八十里越え、県境ト
ンネルが暫定供用ができるんじゃないかとい
う見込みがたっております。これまで2年間、
国土交通省に働きかけてきた結果、その暫定
的な供用の道筋がようやくできつつあるわけ
でございます。

ですからこれから先の2年間をかけてとりわけ
下田地域においては、ハード、例えば白鳥の
里公園であったり、吉ヶ平の工船整備事業と
ゆったこと、あるいはソフト、悟空のレスト
ランの改修をして、例えば地産地消レストラ
ンを開くとか、今もすでに取り組みとして始
めておりますけれども、農産物の直売所、こ
ういうもののネットワークをどんどん情報開

示をしていくということが重要なんだろうと
思っています。

八十里が開通して東京からです
ね、東北高速道路、磐越、そして
只見へ来て八十里を越えて寺泊で
魚を買っていただく方々。こんな

方々が大勢増えるといいがなあと、こう思い
ながら八十里の開通をずーっと楽しみにして
まいりました。

そういう形の中では一方ではこの環境の変化
という形のなかで、クマやサルが出てきて、
そしてヤマヒルが暴れる形のなかで、観光と
いうことでですね、都会から人を呼び込むと
いうことは大変な工夫がいります。

しかしながら大変、立派な観光資源があるこ
とも事実でございます。海外の中国人の方か
ら見れば、あの諸橋記念館は大変な財産でご
ざいます。また、嵐渓荘のようなああいった
施設の宿も大変、珍しがられる観光資源にな
る。こんなことを頭のなかに入れながら、わ
たくしはやっぱり海外からのそういったお客
さんも上手に呼び込む工夫を一方ではしてい
きたいと思っております。

今度はその、いろんなものを見え
る化していくということについて
お話をしたいと思います。三条の
誇れるもの、たくさんあります。

技術力、そして企画力、さまざまなものがあ
りますけれども、これは見える化してわかり
やすくPRをしていかないと、なんの意味もな
さないわけであります。

そのために具体の取り組みとして何が必要な
のかということを考えると、やはりここは一
歩一歩、着実に見本市の機会であったり、物
産市の機会であったりといったことをとらえ
て三条の技術のすばらしさということをすば
らしいデザイン力でもって見える化してゆ
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く、見せる化してゆくということが大切であ
ろうと思っております。

今、燕三条ブランド、あるいは独自ブランド
のなかでそういう見せ方の努力を始めて2年た
ちました。非常に多くの県外の皆さま方から
の引き合いが始まっておりますけれども、こ
うした技術の見える化をもっと細かく例えば
モータースポーツだったら、モータースポーツ
というところに特化してやっていくというこ
とも、ひとつ重要なテーマなんだろうと思っ
ております。

教育（6歳就学～大学教育まで）

教育についてでありますけれど
も、これはあらためて申し上げる
までもなく、三条だけでなく日本
に生まれたすべての子どもたちは

等しく教育を受ける権利があるわけでありま
すし、わたしたちおとなは、少なくとも子ど
もたちが生きる力、あるいは基礎的な学力を
しっかり身につけるために、教育を受けさせ
る義務があるわけであります。

ただ、現実はこうした当たり前の前提条件が
必ずしも満たすことのできないような状況に
もなってきているのではないのかなというふ
うに思っております。義務教育課程、小学
校、中学校の状況を見ましても、いじめや不
登校、とりわけ中学校に進学したのちのいじ
めや不登校の発生件数については、経年変化
のなかでまったく減る様子がないわけでござ
います。

三条市の子どもたちの数は6年ごとに約1,000
人ずつ減り続けているというのが現状でござ
います。今、8,500人でありますけれども、こ
れから3年後には8,000人、3年前は9,000人
でした。9年前には1万人子どもたちがいまし
た。非常にそれぐらいの状況で急速な少子化
が残念ながら進んでいるにもかかわらず、いじ
めや不登校の数がまったく減っていないとい

うことは、相対的に子どもたちがいじめや不
登校という形に巻き込まれてしまっていると
いうことが現実の課題なんだろうと思ってお
ります。

わたしたちおとなは、そうした状況を看過す
ることは決して許されないわけであります。
三条にせっかく生まれ育った子どもたちが
しっかりとした生きる力、そして学力を身に
つけていくためにも教育の制度そのものにつ
いて、より改善をしていく必要があるのでは
ないかと思っております。

きょう、お配りをさせていただいております
資料のテーマ、まさにここは記載の通りでご
ざいますけれども、これから先の方向感とし
てやはり小中一貫教育の推進をしていくべき
であろうというふうに思っております。

ややもすれば、この小中一貫教育の推進にあ
たっては、中学校が荒れたらどうするんだ
と、こういうことばかりがどうも不安の先行
が進んでいるようでございますけれども、中
学生は決してオオカミではありません。中学
生も小学生もわたしたちにとって大事な子ど
もたちであります。

そういう子どもたちの良さをまず見届けたう
えで、どういうふうな形で手当てをしていった
らいいのか、そのためには、中学校に上がっ
ていくときの子どもの不安定さをできるだけ
除去していくということが大切なんだろうと
思います。

今ほどのお話のなかで、わたくし
が思うには今、この市民の大変、
関心の高い小中一体校の問題がご
ざいます。そして小中一貫校の問

題もございます。小中連携の問題もございま
す。この言葉を巧みに使い分けてですね、
今、市民とトラブルを起こしているこの現状
を見ますとですね、わたくしはやっぱり皆さ
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んからも考えていただかなきゃ、本当にあの
大事な問題だと思います。

で、この計画にですね、そもそもいったいど
のような三条市民を期待してこういう計画に
お金をつぎ込みたいとお考えなのか、わたく
しには誠に不明確であります。そして、三条
全体の体系だった教育という観点から見ます
と、一中と二中、三中いろいろまあ理屈はつ
いておりますが、てんでばらばらじゃないか
と。下田、栄、あるいは大崎、あちらの方は
どうされるのかなあと、こんなふうに懸念を
もっております。

そして学力ももちろん大事ですし、生きる力
も大事でございますが、その、ほかのです
ね、いわゆる全人的な教育の分野、例えばコ
ミュニケーション能力とかですね、そういっ
たこの三条の子どもたちに対する教育上の課
題発見、あるいは課題設定、この辺はいった
いどうなってるんだろうと、こんなふうにも
思います。

まあ、知育、徳育、体育なんて良く言います
けれども、そのほかにいわゆるコミュニケー
ション能力、こんな課題もですね、教育制度
のなかでどう実践を図っていくのか。よその
自治体では、そういった意味ではいろんな課
題を設定してその取り組みは行われておりま
すが、それは小中一体校でなければ解決しな
いということではもちろん、ないわけでござ
います。

しかも、むしろそのことによってですね、地
域のコミュニティーの基礎になります小学校
が3つもなくなり、中学校なくなりということ
で、返って混乱と悪影響の方が大きいとわた
くしは思います。そして、本気で地域のことを
考えるんであれば当然、まちづくりという観
点からこのなくなった小学校の跡地の利用と
かですね、そういった議論もスタートされる
べきであろうと思いますが、まあ、そういっ
た対応策も示されていない。

それと何よりわたくしは六・三制をですね、
四・三・二に当初の検討委員会では四・三・
二で学力を上げますというようなことをきち
んと、あの、文言として残っておりましたで
すね。それがここんとこきて、六・三制でや
りますというようなお話があったりしてどう
も、話がおかしくなってる。

で、議論が出てくるたびに、その、対応の答
弁が変わってくるというのは、これはちょっ
といかがかなと、こう思っております。そん
な、あの、多分まだきちんと煮詰まってない
んだろうと推測もいたしますが、そういう観
点から…。

まあ、これまで3年間にわたる議
論があり、すべて傍聴可能な会議
でございましたので、山井さんも
おそらく一回は出席いただいてん

のかなあというふうには思っておりますけれ
ども、この議論の積み重ねのなかで今、決定
的な違いを皆さま方と一緒になってご認識を
一にしたいと思っておりますが、わたしたち
が進めようとしている小中一貫教育は、六・
三制をなくすっていうことはいっさい言って
いません。

六年制と三年制の間にあるギャップを緩やか
にしていくためにも、4年のくくり、3年のく
くり、2年のくくりというものを六・三制をも
ちろん大事にしながらカリキュラムのうえで
若干、配慮をしていきましょうよということ
がうたわれ、そうしたことを前提として議論
が進んできたわけでございます。

そうしたことはすべての会議にもし、ご出席
いただいているのであれば、わかるのではな
いのかなあというふうに感じながら今、聞い
ておりました。
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カリキュラムの開発もつい最近、
なされたようでございまして、用
意周到な準備の議論を長時間かけ

てなされたというふうには聞いておりませ
ん。それからですね、その3年間の議論の積み
重ね、もうこれは本当にあの、優秀な官僚の
皆さんがよく使われる手で、本当に市民に対
して愛情ある議論の積み重ねを段取ったのか
どうなのかと。わたくしはそれを問題にした
いなあと、こう思うわけでございます。

集まった市民の方が3人。そんな会合を積み重
ねてですね、検討、地元の意見も聞いたとい
うふうな結論にいくのは、いかにも無理があ
るような気がいたします。そして、そもそ
も、その一体校。これ、何のためにやるのか
と。その中一ギャップ云々かんかんとこう
おっしゃいますけれども、どんな三条市民像
を期待して取り組まれるのか。その辺がわた
くしにはまったくわかりません。

ここは議論を深掘りした方がいい
と思いますので、あえて乗ります
けれども、わたしは小中一貫教育
は何のためにやるのかということ

については、初めに申し上げたつもりです。
公立の教育であります。すべての三条市に生
まれた子どもたちが、しっかりとした生きる
力と、そして基礎的な学力を身につけていか
なければいけない。これが公立教育に課せら
れた最大の責務であります。それは、いじめ
や不登校という状況が残念ながら発生してし
まえば、そうしたことが実現できないわけで
ございます。

そのために、いちばん最大の小中一貫教育の
ねらいとしては、こうしたいじめや不登校、
これをそもそもなくしていきましょうという
ことの、一つひとつの積み重ねが小中一貫教
育なんだということであります。

見事な論理のすり替えだと思いま
す。生きる力と学力、こんなもん
無理に1,500人の学校をつくらな

くても十分、できます。無理に集めてやらな
きゃできないという議論の一方で、地域のコ
ミュニティーである学校を3つもなくすという
ことを平気でおやりになる。で、わたくし
は、これが地元住民に対する愛情と感覚の違
いだと、こう申し上げておるわけでございま
す。

生きる力と学力は今の建物でも十分できま
す。それからまあ、いろいろいじめがどうの
こうの、それは偏見と誤解だとおっしゃいま
すけれども、むしろこの間、三条市の市政だ
よりで広島の方の呉学園のあのデータなんか
の問題の方がよほどわたしは、重大なたらか
しではないかと、あの、思えるくらいでござ
いましてですね、こんな議論を積み重ねて、
それで何十億もの投資をお認めくださいとい
うのは、いささかいかがかと思いますが。

この小中一体校について議論を進
めていくときにもうひとつ忘れて
いってはいけないことがございま
す。それは昨年の9月に残念なが

ら耐震診断の結果として現れた具体の結果で
ございます。

耐震構造が確保することができずに、その改
善するための道としては一中学区、第一中学
校、そして四日町小学校、条南小学校につい
ては、改築をしていかなければいけないんだ
というような状況にわたしたちは迫られてい
るんだということであります。

三条市もしっかりと財政も見ながらやってい
かなければいけないというふうに思っており
ますけれども、70億円という額を投じたなか
でこれまでの議論を積み重ねてきた理想的な
教育環境づくりをしていくというのが、一中
学区、一体校であります。
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耐震の問題はもちろんわかりま
す。ですから耐震の手当てをし
て、市民の皆さんと議論を重ねな

がら、新しい制震型な校舎、小学校校舎をつ
くればよろしいんではないかとわたくしは
思っております。

それからですね、やはりもう、こだわり抜き
ますが、いわゆる学校の統廃合とはっきり
言っていただければ、これはまた議論のしよ
うがあるんですが、さもパラダイスがあるか
のごとく1,500人の学校、一体校をつくるこ
とがですね、ときには一貫教育、連携教育、
言葉のあやを微妙に使い分けしながらです
ね、そのハードだけに取り組んでおられる。

やはり教育はソフトが大事でございますか
ら、それだけのハードにこだわるには、やは
りどういう市民を将来に向かって養成をし
て、この町のエネルギーとするんだという、
教育理念の部分のストーリーが語られなけ
りゃ、ただ学力？、それからなんですか、生
きる力。

ものすごく明確に分けていると思
うんですけれども、小中一貫教育
というのはソフトです。教育その
ものをどういうふうにしていきま
しょうかという話であります。こ

れについての検討を進めてきた結果、いちば
ん子どもたちにとって大事なところである生
きる力、そして基礎的な学力をどうやって身
につけいくのかと、こういうことを真摯に検
討を進めてきた結果、やはり小学校と中学校
の壁を緩やかにしていきましょうという結論
に至ったということであります。

その理想的な環境を今度はハードで考えて
いったときには、一体校というものが出てく
るんだということであります。まったく議論
のすり替えとかっていうことではなく、小中
一貫教育はソフトの話、一体校というのは
ハードの話ということであります。また、い

ろんな場面でさまざまなところで訴えていき
たいと思っております。

その、要は、根本は教育の合理化
を、つまり統廃合をこの部分の合
理化を突き詰めていけば、たまさ
か三高の用地が空いていたからい

いな～と、こういうことで多分ご判断された
んだろうと、こう推測せざるを得ないんです。

で、ハードにあまりにもこだわられてソフト
の議論は検討委員会や、あるいは時々の議論
を重ねてきたと、こうおっしゃいますが、そ
の議論を多くの市民を巻き込んでということ
にはならなかった。

まあ、そんなことを考えますとですね、あま
りにもその、一貫教育だの、あの一体型だ
の、併用型だの、言葉だけが飛び交いまし
て、その懇切丁寧なる概念の違いやら、方法
論の違いということが十分、説明されないま
ま設計図だけがぽんぽん先走って出てくる。
こんなやり方でですね、どうして市民の皆さ
ま方が、地域の方々が納得できるか、お考え
をぜひいただきたい。

行財政改革・行政サービス

えー、少子高齢化、それからま
あ、経済のいろんな波のなかで、
地方財政が苦しいということはも
う皆さまも十分、おわかりだと思

います。そのなかで要求される市民サービス
の部分をどう確保していくか。要はお金がな
いわけですから、市民の皆さま方から我慢を
していただくか、協力していただくかしかな
いわけであります。

そうすると我慢をしていただく部分は、どの
部分を我慢していただくか。そしてご協力い
ただく部分はどの部分をご協力いただくか。
これの仕組みづくり。それと歳入増に向けて
のふだんからの努力。まあ、こういう節約、
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もちろん節約もあわせてやらなくてはなりま
せん。

これをまあ総合的にやって生き延びていくこ
とを段取っていくわけでございますが、今こ
こでですね、わたくしは皆さま方に提案した
いのは、その、住民基本条例なるものをです
ね、きちんと定めて、ここに住んでるわれわ
れ市民の権利と義務とでも言いましょうか、
そういったものを明確にしてですね、そして
このまちづくりに市民の義務、こういうこと
でまちづくりに参加します、お手伝いしま
す、そういったことを条例で定め、あるいは
権利も定め、まちづくりの第一歩をスタート
させたいな～と思っております。

最近のいわゆる公共という概念がですね、ひ
と昔前と変わったと、こう言われておりま
す。この概念をこう追及してまいりますと、も
うやっぱり市民の皆さんが行政の至らざると
ころを補う、こういうことがシステムとしてで
きなければ、やっていけないところまで早
晩、確実に来るだろうと、こう思います。

そうすると市民の皆さんからご協力いただ
く、お手伝いいただく部分はどの部分なの
か。まあ、そんなことを一つひとつ議論を重
ねながら検討して洗い出していかなくてはな
りません。これは、理事者側がですね、役所
の理事者側だけがですね、どっかの会社経営
と勘違いしてですね、政治は生身の人間を相
手にするわけですから、単なる数字の高い、
安いだけで判断すると行政の執行を間違えて
しまいます。

それだけで行政の仕組みを、あるいは経営戦
略というものをこしらえてしまえば、痛みだ
けを市民に与えることになりかねない。この
ことについては非常に慎重に民営化にしても
ですね、あるいは民間委託にしても、あるい
は職員の臨時化にしてもですね、一つひとつ
考えていかなくてはならないと思います。

まあ、あの、公開討論会ですの
で、やっぱり具体的に何をしてい
くのかということを掲げていくこ

とが大切なんだろうと思っております。皆さ
ま方にお手元にお配りをしておりますけれど
も、行政サービス、財政運営上の課題という
ことで、やはりここはしっかりと目標を定め
ていかなければいけないというふうに思って
おります。

具体的に行財政改革の推進というところの数
値目標でございますけれども、新規の職員数
を約160人削減を4年間でしていこうというこ
と。それから、それも含めて政策的経費です
ね、あしたの三条市をつくりだすための予算
をさらに5億円、毎年、上積みをしてゆきま
しょうということ。

それからこれまでの重ねてきた借金が占める
割合ですね、予算のなかに借金を返すために
占める割合。これを実質公債費率というんで
すけれども、これを2%、2ポイントていど引
き下げていきましょうということを具体の目
標として掲げさせていただいております。

実際に行政経営を考えていったときに、より
高度な行政サービスを提供していくために
は、やはりわたしたちの自由に使えるお金が
必要になります。ただ、残念なことに今の状
況を考えると、どこをしっかりとしぼってい
くことができるのかといったことを考えたと
きに、いちばん大きな財源としてしっかりと
見定めていかなければいけないのは、これは
もう、人件費のほかございません。この人件
費をどれだけ質を低下させることなく削減し
ていくのかということが非常に重要でありま
す。

幸いという言葉を使っていいかどうかわかり
ませんけれども、三条市の職員の年齢別のピ
ラミッド構造もですね、段階の世代の方々が
非常に今、多い状況になっております。そう
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しますと、これを入り口、つまり新規採用の
ところで例えば10人ていどということで毎
年、しっかりと歯をくいしばって抑制しなが
ら採用してゆくことができれば、4年間で確実
にこの職員数が減っていくことができるよう
になります。これは決して無理な政策ではな
く、現実にやっていくことができるんだと
思っております。

これから後半のなかで職員の皆さんの意識を
どれだけ維持をしながら、こうやってコンパ
クトな市役所づくりをしていくのかと、して
きたのかということと、その延長線上にある
これからの取り組みについて時間の許す限り
お話をさせていただければなというふうに
思っております。

市民が本当に必要とする高度な行
政サービスと、まあ、こういう言
葉になるんでしょうか。高度な行
政サービスって一体なんだろう

と、こういうことでございます。市民それぞ
れ高度な行政サービスってのは、意味も方法
も内容も違ってくると思います。

そんななかでいちばん基盤になるのは財政の
話ですから、この4年間で、今、戦略プログラ
ムの資料をいただいて、こう見ております
と、93.5でございますね。あの、経常収支比
率。望ましい数字は85と、こう言われおりま
すが、あるいは実質公債比率は17.0、望まし
いあるべき姿は16.0と、こう言われておりま
す。

まあ、財政調整基金も33.7億。じゃあ、この
4年間でどれだけこの数字が引き下がってきた
のか、ぜひその自慢話をこの場で聞かせてい
ただきたいんです。そんなに大げさな高度な
行政サービスを生み出すためによほど余裕財
源ができたのでありましょうから、まず、そ
の辺からわたし、逆にお尋ねしたい。

おかげさまで実質公債費率、いち
ばん最初の危険水域ゾーンは18%
というふうに言われておりますけ

れども、この4年間、新市建設計画の見直しを
はじめとして、いろんな財源の留保をさせて
いただきました。

おかげさまをもちまして、18%台後半にいっ
ていた実質公債費率が今は17%にきていると
いうことで、安全水域に入っているというこ
とであります。

ここに書いております具体の目標というの
は、それをさらに2ポイント引き下げていこう
ということであります。先ほどの学校の耐震
化も、もしこの4年間の間に財源の留保ができ
ていなければ、これだけの数の学校の改築に
対して、後年度にさらなる負担を求めること
なく、しっかりと財源捻出できたことはな
かったと思っております。

それはささやかながらの、もしかしたら自慢
話になるかもしれませんけれども、これまで
の4年間、財源留保ができたからこそ、学校の
改修に対する用地費が捻出できたということ
であります。

財源ができたら学校の改築に取り
組める、その学校の改築の目標、
その理由そのものがですね、あま
りにも独善的ではないかと、こう

いうことでわたくしは議論をさせていただい
てるわけでございまして、本当に国家百年の
計の教育につぎ込むと言うことであれば、そ
れは大事な虎の子のお金をつぎ込むというこ
とは当たり前でございますが、その方法と目
的に向かってこの中途半端な議論だけでです
ね、余裕財源ができたと言いましても、もっ
とほかにその財源をつぎ込むことがなかった
のか。
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しかも下田の合併のときのですね、下田の財
源、まあ、81%減と、こういう数字が出てお
りますが、よそを削ってそこへもってきたよう
な形が見えておるわけでございます。

そんなことをいろいろ考えてまいりますとで
すね、お金をきちんと節約を重ねて新しい財
源をつくるというのは、これは異論はありま
せん。しかしながら、どこへつぎ込むか議論
をきちんとしていただきたい。

まず一言、下田地域の新市建設計
画の見直しというのは、事業規
模、事業の目的はしっかりと担保
しながら、いかに効率のいい財源
に振り分けていくかということの

作業の結果でございます。結果の数字だけを
一人走りさせるというのは、極めて危険だと
いうことであります。

そして意識改革の話をさせていただきたいと
思いますけれども、行財政改革のなかで一
は、いちばん大切なことというのは、職員の
意識レベルをどうやって維持、向上させてい
くのかということであります。

確かに職員の数をこれから先、減らしていき
ますよということだけでは、非常に強圧的に
なってしまいます。ここをどういうふうにモ
チベーションを職員のみんなと一緒になって
取り組みながらやっていくのかということが
非常に重要でありまして、これまでの4年間、
かなりそこについては意識を砕いてきたとこ
ろでございます。これについて次のあと残る2
回、2分間で話をしたいと思います。

わたくしは、このですね、意識改
革、職員の意識改革云々とこう、
おっしゃいましたけれども、そ
の、行政執行のその目標とでも言

いますか、目的、ターゲットが市民の幸福と
いうことにあるわけでございますので、例え
ばひとつの例をあげますと、受益者負担なん
ていう言葉がありますね。こういう厚生会館

とか、公民館とか、いろんな受益者として負
担をするとき、この負担の料金の見直しを例
えばやる。そのときにですね、高いか安いか
という議論をいったいどういう価値基準、ど
ういう判断でやっていくのか。このことをき
ちんと市民に提示して議論に突入するという
作業が必要なわけですが、多分、そうはなさ
らないだろうと思います。

すなわち、まあ合理的な、なんて言うんで
しょうか、邪魔者が出てこないような議論を
したいということであればですね、その受益
の負担と方法について、あれでございます
ね、あのわたしはまだまだ一言、申し上げた
い。それは後に譲ります。

そこで意識改革ですけれども、こ
こは非常に重要であり、なおかつ
シンプルであります。まず組織体
としてわたしたち三条市はどっち

の方向を向いて仕事をするんだという意識合
わせをする必要があるわけです。

これはもう極めて単純であります。どっち向
いて仕事をしてるんだと。やっぱりそれは市
民でしょと。市内企業さんでしょと。いうこ
との2つに尽きるわけですけれども、この意識
付けをどういうふうにもっていくのかという
ことを考えていったときに、やはり上から
わーわー言ってしまっては、どうしても組織
というのは委縮してしまいます。

そこでこの2年間、例えば総合窓口を作ってき
た過程のなかで、当時の市民課、大いに苦し
みました。最初の1カ月はどうして自分たちが
総合窓口を作っていかなければいけないのか
と、本当に不満が出ておりました。ただ、こ
こに1カ月間、外からもアドバイスをいただく
なかで、後半に入ります。

今、いろいろおっしゃいましたけ
れども、どの方向を向くかって、
それはまあ当然、市民の方を向い
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て向いてでございますけれども、市民と対話
をするコミュニケーションをとりながらです
ね、あらゆる改革に取り組んでいかなくては
ならないと思います。

なぜならば、それは利害調整ですから時には
その利害調整の場で市民の考え方と対立する
こともあるでしょうけれども、要はその、優
先順位の付け方になるわけでございますか
ら、その優先順位の付け方によっていくわけ
でございますから、市民との議論は、その優
先順位をつける作業のなかにおいて積み重ね
ていって比較、対照しながら順番をつけて、
あるものは断念、あるものは推進と、この繰
り返しだろうと思います。

そうすると必要なことは、独りよがりな経営
計画ではなくて、やはりその、市民の本音と
言いますか、いちばん必要とされる価値判断
をどのようにやるかという、コミュニケー
ションがいちばん大事になってくると思いま
す。

まあ、そこで意識改革を取り組ん
でいくときに、実は外から外部の
経営コンサルタントに入っていた
だきました。この経営コンサルタ

ントはふつうに良くあるように1日だけ来てす
べてそれが終わりよということではなくて、2
カ月間、びっちり市民課に一緒に入っていた
だきました。

朝から晩まで一緒に仕事をして、夜は一緒に
酒を酌み交わし、そしてそれを毎日2カ月間や
りました。そのうえで自発的に市民課の職員
が、ここはこういうふうに直していったらい
いだろうということを上手に自分たちの自ら
の提案でこの総合窓口をやっていきたいんだ
というふうな方向に変えることができまし
た。

今、この市民窓口課に始まった自発的な改善
事業というものが、いろんな課にまたがって

きております。今、すべてで8課以上の課でこ
うした取り組みができるようになってきたと
いうことは、意識改革の結果、現れだと思っ
ております。

最後のメッセージ

皆さま、ご静聴ありがとうござい
ます。わたくしは、あの、この町
の将来を考え行くときに、いろん
な統計データや指数を見ますとで

すね、どんどん、どんどん悪化しているとし
か思えないんです。子どもの数の出生数だと
かですね、工業出荷額は微増かもしくは横ば
いもありますけれども、基本的には長期低落
傾向とでも言いますか。

で、そんななかでですね、これに歯止めをか
けて、しかもあの、新潟圏域、長岡圏域等の
都市間競争にどうやって生き残るかというこ
とをいろいろ考えてった場合は、ちょっと待
てよと、向こうの方は人口70万から80万の大
きな町だし、長岡も30万だと。この中間地点
のなかでですね、わが市は10万4,000人の町
だと。ある意味、非常に小回りが利くのでは
ないかと。

この小回りが利くということで、いわゆる合
意形成の充実とですね、密度の濃さというこ
とに意を尽くして議論が十分重なれば、わた
しはこの大きな町は図体が大きいだけに機敏
に動けない分、われわれも都市間競争に勝ち
残るチャンスがあるんではないかと。こんな
ふうに実は考えております。

そのためには銭と人と言いますか、資本と人
口の集積を図ってくためのありとあらゆる装
置、仕掛け、それに向けて政策をフル動員し
ていくと。まあ、こういうことだろうと思い
ます。そういたしますと、その主たる構成要
因である10万市民の皆さんとですね、とこと
ん徹底した議論をして、そのアイデアを具体
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化していくと。集約していくと。こういう作
業が欠かせないんだろうと思います。

で、わたくしもビジネスを多少やっておりま
すけれども、やはりこの金属加工の最先端の
技術については、この地場の経営者の皆さん
から率直な意見を出していただいて、真剣に
それを長期、短期と分けて取り組む方法、こ
んなことも大事だろうと思っております。

補助金もってきてですね、補助金にたかって
いるだけじゃ、とてもじゃないけどこの町の
産業振興なんてのは、言うもおこがましい
と。血の出るような経営努力をされている皆
さんのですね、腹を割った本当の話をです
ね、わたしはぜひお聞きしたい。そんなふう
に思っております。

あるいは、子どもの教育の問題についても、
若いお父さん、お母さんたちがこの地に本当
に住んでみようと、こんなふうに思ってくれ
るためにはどういうことが必要なのか。

あるいは町中のですね、南北縦貫道が開通し
た形のなかで、買い物難民と限界集落が現れ
るなんて揶揄されるようなことがあっては決
してなりません。まあ、そんなようなことを
どう歯止めをかえるか、全力を挙げて取り組
んでまいりたいと思います。

今まで、さまざまなテーマで語っ
てきたつもりでございますが、3
分、せっかくお時間がありますの
で最後、内水対策について前半、

お話をさせていただきたいと思っておりま
す。

6年前、非常に大きな被害をわたしたちは被り
ました。こうした状況から決して目を背け続
けてはいけないわけであります。これまでの4
年間も内水対策一つひとつに取り組んできた
つもりでございますが、いよいよこれから
先、嵐南地域中心としてこの内水対策の効果

がひとつずつ現れてくるような、そんな事業
が進んでいこうと思っております。

一中学区一体校につきましても、この計画と
同時に進んでおりますのは、真野川流域、税
務署付近の冠水エリアを解消していくんだと
いうことも現実には検討され、その具体のプ
ランもできあがっているわけでございます。

条南小学校もしかりであります。輪之内排水
区域をどういうふうに克服していったらいい
のかということを考えていったときには、今
のポンプ場を移設して、能力を増強して輪之
内の排水区域をどれだけ軽減していくのかと
いうようなことを一つひとつしっかりとやっ
ていくということが、とても大切なのではな
いでしょうか。

今まで各般にわたりまして行政課題について
お話をしてまいりましたけれども、市長とい
うのは、いろんな行政課題のなかで決断を
し、そして議論を深めていくためにも提案を
していくのが市長であります。

わたしはこれまで4年間、103回、3,000人の
皆さまとふれあいトークという形で多くの市
民の皆さま方とディスカッション、意見交換を
してまいりました。それらをわたしの自らの
糧とし、そのなかで決断をし、提案をし、さ
らに議会の皆さま方からすべてご可決をいた
だくなかで、この4年間、何とか行政運営をし
てきたわけでございます。

これから先も、もしわたしがその任に当たり
続けることができるのであれば、市民の皆さ
ま方のご意見を引き続きふれあいトークのよ
うな形で多く聞き、そして議会に対してしっ
かりとご説明を申し上げ、ご議決をいただ
く、この当たり前の地方の民主主義のルール
にのっとった形でやっていかなければいけな
いというふうに思っております。
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わたしたちの願いはただひとつであります。
三条市がより強固なものに、より明るいもの
にしていく。これが万人の願いであり、わた
しがそうしたお力の一役を買うことができれ
ば大変ありがたく思っております。ご静聴い
ただきましてありがとうございました。
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